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令和２年７月３日以降、熊本県を中心に九州や中部

地方など日本各地で集中豪雨（令和２年７月豪雨）

が発生し、甚大な被害が発生した。

令和２年８月17日現在、人的被害は、死者82名、行方

不明４名、負傷者29名、住家被害は、全壊296棟、半

壊1,413棟、一部破損1,458棟、床上浸水7,426棟、床

下浸水7,202棟となっている。

写真は、球磨川の記録的な増水で流失した西瀬橋

のある人吉市相良町付近の被害状況である。
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全国知事会会長・徳島県知事

飯泉 嘉門

「災害列島」打破

　～国土強靱化に向けて～

　　このたびの「令和２年７月豪雨」により、お亡くなりになられた皆様のご冥福を申し上げるとともに、被

災された皆様に心からお見舞い申し上げます。

　　さて、我が国は、平成３０年の「大阪府北部地震」や「北海道胆振東部地震」、「西日本豪雨」、東

日本を中心に甚大な被害をもたらした令和元年「台風第１５号及び第１９号」など、毎年、全国各地で

「大規模な自然災害」が発生し、その被害の程度も「激甚化」の一途を辿っています。

　　全国知事会では、頻発化・激甚化する大規模災害に対し、平時から災害発生後を見据え、被害

の最小化に向けた都市計画やまちづくりなどを行う「事前復興」や、同じ規模や強さの災害が起こっ

ても、被災しない機能強化を目標とする「再度災害防止」の観点から、政府に対し、国土強靱化をよ

り一層進めていく必要性を強く訴えて参りました。

　　本年５月１９日には、「国と地方の協議の場」において、安倍総理はじめ関係閣僚に対し、大規模自

然災害への備えをはじめ、新型コロナで傷んだ中山間地域の「業と雇用を守る」観点から、「防災・減

災、国土強靱化のための３か年緊急対策」をさらに「５年間延長」するよう強く要請し、その結果、７月

１７日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２０（骨太の方針）」において、「中長期

的な視点で必要十分な予算を確保する」との方針が示されたところです。

　　また、「令和２年７月豪雨」においては、７月８日、「全国知事会・緊急広域災害対策本部」を立ち上

げ、国や関係機関と連携のもと、熊本県８市町村に対し、災害マネジメント総括支援及び対口支援

として、延べ４，788人（８月11日現在）の職員を派遣し、新型コロナウイルス感染症が拡大する下で

の災害対応といった難しい対応が求められる中、「派遣前のＰＣＲ検査」の実施をはじめ、支援活動に

従事する際のマスク着用の徹底など、感染症対策に万全を期した上で、被災地の早期復旧・復興に

向けた支援活動を進めているところです。

　　さらに、７月２２日には、危機管理・防災特別委員長の黒岩神奈川県知事と蒲島熊本県知事が政

府の「非常災害対策本部会議」に出席し、安倍総理に対し、早期復旧・復興に向けた支援や、被災

者生活再建支援制度の支援対象を「半壊世帯まで拡大すること」について提言した結果、７月３０

日、政府において、総額１千億円規模の「被災者の生活と生
なりわい

業の再建に向けた対策パッケージ」が取

りまとめられるとともに、「半壊世帯の一部にも支給対象を拡大する方向で、政府内の検討・調整や

所要の手続き等を進めていく」との方針が示されました。

　　全国知事会では、引き続き、国や関係機関と連携し、全都道府県が一丸となって、被災地・被災

者を支援していくとともに、国と心を一つに、今回のような豪雨被害の発生を繰り返さないよう、「防

災・減災、国土強靱化」に全力で取り組んで参ります。
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グラビア

球磨川沿いの住宅が広範囲に水没、 橋の一部も水没（熊本県人吉市）

玖珠川の濁流で崩落した新天瀬橋

（大分県日田市天瀬町）

山の斜面が崩れ集落に流れ込む（熊本県芦北町）

山の斜面が崩れ、住宅街に土砂が流れ込む（大分県日田市天瀬町）

球磨川の川沿いの集落で多くの住宅が浸水

（熊本県球磨村）

令和２年７月豪雨の
各地の被害

令和２年７月豪雨の
各地の被害



球磨川沿いの住宅が広範囲に水没、 橋の一部も水没（熊本県人吉市）

熊本県防災消防航空隊による逃げ遅れ者の救助活動

（熊本県八代市坂本町）

江の川が決壊し住宅地に浸水（島根県江津市）

最上川が氾濫し住宅街や農地などが浸水
（山形県大石田町）

熊本県人吉下球磨消防組合

消防本部による救助活動

（熊本県人吉市二日町付近）

宮崎県緊急消防援助隊による

特別養護老人ホーム・千寿苑

（熊本県球磨村）の救出活動

生井川を越えた土石流により倒壊した住居（岐阜県高山市岩井町）

飛騨川が氾濫し浸水した住宅街（岐阜県下呂市）

３

グラビア
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　私たちがふだんの海で目にする波は、海で風が吹くことによって発生したものです。波の

性質は、図１に示すように、高さ（波高）と長さ（波長）によって表わします。波長の代わ

りに時間を用いることもあり、波長の長い波は、ひとつの峰が通過してから次の峰が来るま

での時間（＝波の周期）も長くなるので、周期が長い波と表現することもできます。

　風によって発達する海の波の高さや周期は、風速や風域の大きさによって決まります。発

生初期の波は高さが小さく周期が短い「さざ波」のような小さな波ですが、強い風速のもと

で長い時間かけて発達した波は、高さが大きく周期も長くなります。波高が 10m を超え、周

期が 15 秒から 20 秒程度になる高波もあります。しかしながら、高さが 10m を超える波でも、

海岸に近づくと砕けてしまい高さが小さく

なるので、これだけで沿岸域が広く浸水す

ることはまれです。これに対して、津波や

高潮では、周期が数十分から数時間と非常

に長くなります。「長い波」は、沿岸で砕

けることなく海岸に押し寄せ、陸地の奥深

くまではい上がるという性質があります。

沿岸域が大規模に浸水するのは、津波や高

潮などの「長い波」が来襲した場合が多い

のです。

　津波は主として海底地震によって発生します。地震の規模が大きくなる海溝付近では、巨

大な津波が発生します。日本の沿岸では、日本海溝や南海トラフなどの海溝付近で巨大な地

震や津波が繰り返し発生します。図２に海溝型地震で津波が発生する機構を示します。例えば、

日本海溝では、大陸プレートの下に太平洋プレートが毎年数センチメートルずつ潜り込んでい

るため、約百年に一度の頻度で、巨大な地震が発生します。地震は地盤内に断層破壊が生じ

る現象ですが、破壊の影響で海底が隆起・沈降し、これに伴い、海面が上昇・下降して津波

の初期波形が形成されます。形成される津波の初期波形は、波長が 100km に及ぶこともある「長

い波」です。2011 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震もこのようにして発生した巨

大地震であり、津波の初期水位が沿岸に伝播することにより、周期１時間程度の津波が沿岸

域を浸水させ、大きな被害を発生させました。このようなタイプの津波は周期的に起きるの

津波 ・ 高潮と沿岸防災

高知工科大学システム工学群 教授 佐藤 愼司

論　　説

１.海岸では「長い波」ほど危ない

２.海底地震で起きる津波

図１　波の高さ、長さと周期



が特徴で、東北地方太平洋側に来襲した津

波としては、慶長津波 (1611)、明治三陸

津波 (1896)、昭和三陸津波 (1933) があり

ます。南海トラフ沿岸においても、宝永地

震津波 (1707)、安政東海津波、安政南海

津波 (1854)、昭和東南海津波 (1944)、昭

和南海津波 (1946) など、ほぼ百年に一回

の頻度で大きな津波が発生しています。

　沿岸に押し寄せる津波は、海底地形の影

響を受けて変形します。リアス式海岸の入

り組んだ地形で見られるＶ字型の湾では、

幅の広い湾口から来襲した津波が、徐々に

幅を狭めていく湾地形によって増幅され、Ｖ字の頂点に当たる湾奥部では、極めて大きな津

波となる場合があります。このように、津波の高さや来襲方向は、沿岸の地形に大きく影響

を受けるため、津波が集中する地域などをあらかじめ確認しておくことが重要です。

  

　台風や強い低気圧が来襲すると、波が高くなると同時に、海の水位も上昇します。周りを

陸地で囲まれた海域である湾の中では大きな水位上昇がみられることが多く、これを高潮と

言います。高潮も「長い波」の一種ですが、周期が数時間と津波よりさらに長いので、波と

いうよりむしろ潮の満ち引きのように、湾内の水位が全体的に上下動する現象のように見え

ます。高潮の発達には２つのメカニズムがあります。１つ目は大気圧の低下に伴い、海面が

吸い上げられるように上昇する「吸い上げ」とよばれる現象です。大気圧が 1hPa 低下する

と海面は約１cm 上昇します。 平常時の大気圧は 1,013hPa 程度ですので、台風の中心気圧が

910hPa 程度になると、台風の中心では海面が約１m 上昇することになります。２つ目のメカ

ニズムは、湾口から湾

奥に向けて強風が吹き

続けることにより、湾

奥に海水が吹き寄せら

れ海水面が上昇する

「吹き寄せ」です。こ

の「吹き寄せ」による

海水面の上昇は、風速

が強いほど、湾の長さ

が長いほど、湾の水深

が浅いほど大きくなり

ます。北半球では、中

心の東側（＝右側）で

５

３.台風時に水深の浅い湾で発生する高潮

図２　海溝型地震で津波が発生するメカニズム

図３　世界各地の湾における海底地形と高潮の水位上昇
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は、台風の北向きの風と台風の移動に伴う北向きの風が重なり合って、非常に風が強くなり

ます。台風の右側となる南に開いた長い湾で、湾内の水深が浅い場合には、湾口から湾奥に

向けて強い北向きの風が作用するため、「吹き寄せ」による水位上昇が大きくなります。世界

的には、ベンガル湾やメキシコ湾、日本では、東京湾、伊勢湾、大阪湾、有明海や周防灘な

どがこれらの条件に合致し、図３に示したように、海岸での水位上昇量（図３上左端）が大

きくなります。これらの地域では、過去に大きな高潮災害が繰り返し発生しています。

 

　津波や高潮に対する対策は、堤防などの構造物によるハード対策と、沿岸域の土地利用規制・

警報・早期避難などによるいわゆるソフト対策を組み合わせて総合的に進められてきました．

ハード対策では、既往最大津波の記録などをもとに計画対象とする津波や高潮の規模を決定

し、潮汐や高波の作用も踏まえたうえで、これらに基づいて設計される海岸堤防により陸地

への浸水を防護します。堤防の構造を適切に設計すれば、その高さまでは海水の侵入を完全

に防止できるので、「防災」と呼ぶのがふさわしい対策です。しかしながら、堤防は、その高

さを大きく超える規模の津波や高潮に対しては、ほぼ無力となります。堤防を越えて氾濫が

生じることが想定される場合には、早期避難を中心とするソフト対策で被害の最小化を図る

というのが総合的な津波・高潮防災の理念です。この場合には、ある程度の被害は防ぎきれ

ませんので、「減災」のための対策となります。浸水想定図が作成されており、洪水のハザー

ドマップと同様に、減災に活用されます。

　2011 年に巨大津波が来襲した東日本太平洋側沿岸においても、ハード対策とソフト対策を

組み合わせた総合的な津波対策が進められていました。しかしながら、2011 年に来襲した津

波の高さは過去のどの記録よりはるかに高く、青森県から房総半島に至る東日本太平洋沿岸

において、広い範囲で壊滅的な被害を発生させました。

　大津波の後の新たな津波対策では、レベル１とレベル２の二段階の津波規模を設定するこ

ととなりました。これは、これ

までのソフト対策においては、

避難計画で用いるべき津波の高

さが具体的に示されていなかっ

たためです。そのため 2011 年

の大津波では、避難所のいくつ

かで浸水被害が発生しました。

このような被害を繰り返さない

ため、最大クラスの津波である

レベル２津波を科学的に設定

し、これを地域の避難計画など

に用いることとなりました。

　一方、海岸堤防の設計には、

レベル１津波を用います。レベ 図４　二段階の津波レベル設定と防災・減災

４.ハード（海岸堤防）とソフト（避難）を組み合わせた総合的な対策
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ル１津波は、数十年から百数十年に一度の頻度で発生する津波であり、レベル２津波に比べ

ると、頻度が高く、高さが小さい津波になります。百年程度に一回の頻度で発生する津波を

用いるのは、日本海溝や南海トラフで発生する巨大地震の発生周期がほぼ百年であるためで

す。コンクリート製の海岸堤防や防波堤などの寿命（約 50 年程度）も考慮されています。例

えば、千年に一度程度の極めて低い頻度でしか発生しない巨大津波に対して，コンクリート

構造物でこれに対応すると、二十回程度造りなおして、実際にその高さの堤防が必要となる

のは一回のみということになり、構造物のみでこのような低頻度の巨大津波に対応するのは

不経済であることがわかります。構造物の設計に用いる津波としては、百年に一回程度の頻

度で発生する津波（レベル１津波）を採用するのが合理的と考えられます。高潮についても、

同様の考え方が模索されています。現在の高潮対策における堤防は、過去に記録された最大

の高潮を用いて設計されていますが、これを超える規模の高潮に対する備えも必要なため、

想定最大規模の高潮に対する浸水地域も公表されています 1)。

　津波や高潮に対して、二段階のレベルを設定し、防災・減災対策が全国各地で進められて

いきます。堤防の高さを超える津波や高潮をあらかじめ想定することで、被害を小さくする

ことができます。しかしながら、津波や高潮の災害が迫りつつある現場において、その場に

いる住民の全員が最適に行動するのは容易ではありません。たとえば、発災の現場においては、

これから来襲する津波や高潮が堤防で防ぎきれるレベル１規模以下なのか、それを超える規

模なのかを十分な精度で判断することはできません。ある程度不確実な情報しかないなかで、

迅速かつ適切に行動しなければならないのです。できれば避難しないで済ませたいとする心

理や、大きな災害が発生するとは考えたくないと思う正常性バイアスなどが作用することも

考慮したうえで、個々人の迅速かつ適切な行動を促す必要があります。そのためには、津波・

高潮対策の考え方や、堤防の機能と限界などを正しく理解し、これを住民に適切に伝える地

域防災リーダーの存在が重要になります。

　津波・高潮対策においては、安全な堤防を造る技術が確立したことによって、ある規模の

現象までは災害を防ぐ（＝防災）ことが可能となりました。しかし、実は発災の現場では、

防災を考える前にまず減災のための迅速な避難が重要になるわけです。津波や高潮が来襲す

る現場において、防災施設を過信したり、減災を防災の先にあるものと捉えたりすることは、

避難を遅らせることにつながりかねません。防災計画の限界を意識したうえで減災の行動を

促し、これを全員の意識の中で共有することが必要です。防災・減災の考え方を、行政と住民、

ハード対策の担当者とソフト対策の担当者、専門家と一般の人々がそれぞれのレベルで正し

く共有しておく必要があります。沿岸防災・減災を実現するためには、地域防災の担い手が

地域コミュニティの中核となって、指導的な役割を果たすことが重要です。

津波 ・高潮と沿岸防災論　説

５.減災の中核は地域防災リーダー

【参考文献】

１）高潮浸水想定区域図、東京都、https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/kasenbu0056.html、2020年7月参照。
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　令和２年５月 29 日に、中央防災会議におい

て、防災基本計画の修正が決定されました。

　防災基本計画は、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号。以下「法」という。）第 34

条第 1 項に基づき、内閣府の中央防災会議が

作成する我が国の防災に関する総合的かつ長

期的な計画で、災害の未然防止、被害の軽減

及び災害復旧のための諸施策等の基本的な事

項を定めるものです。防災基本計画に基づき、

指定行政機関や指定公共機関は防災業務計画

を、都道府県防災会議や市町村防災会議は地

域防災計画をそれぞれ作成しています。

　このたび、令和元年房総半島台風及び令和

元年東日本台風に係る検証を踏まえた修正の

ほか、令和２年に発生した新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策等、防災に関する

最近の施策の進展等を踏まえた修正を行いま

したので、その概要について紹介します。

　防災基本計画は、法第 34 条第 1項に基づき、

毎年修正の検討を行い、必要があると認めら

れるときは修正しなければなりません。

　令和元年においては、９月に令和元年房総

半島台風、10 月に令和元年東日本台風、その

ほか低気圧等による記録的な大雨や暴風に見

舞われ、各地で大きな被害が発生しました。

政府では「令和元年台風第 15 号・第 19 号を

はじめとした一連の災害に係る検証チーム」

においてこれら災害の検証を行い、令和２年

３月に最終取りまとめとして検証レポートを

公表しました。

　この検証レポートで示された具体的な対応

策や、各府省庁における防災に関する施策の

進展等を今後の災害対応に活かすため、今回

防災基本計画の修正を行うこととしました。

　令和元年９月に発生した令和元年房総半島

台風においては、長期間にわたる停電や通信

障害及びそれらの復旧プロセス、国・地方公

共団体の初動対応や災害対応に慣れていない

地方公共団体への支援等が課題とされ、その

８

内閣府 （防災担当） 防災計画担当

台風及び新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等
を踏まえた防災基本計画の修正について

１　はじめに

２　防災基本計画の修正に至った背景

防災基本計画の構成 防災基本計画の体系

３　令和元年房総半島台風に係る
　　検証を踏まえた修正



害に慣れていない地方公共団体であっても

危機管理・防災責任者がリーダーシップを

発揮して災害対応に当たることができるよ

う、国が地方公共団体の危機管理・防災責

任者を対象とした研修を実施することとし

ました。

・ 広範囲で停電や通信障害が発生した場合に

おいて、インターネット等を使用できない

被災者に対して被害情報等の伝達を迅速に

行うことができるよう、総務省及び電気通

信事業者は、被災者への情報提供体制の整

備を図ることとしました。

・ 病院等の人命に関わる重要施設において

は、災害により停電が発生した場合でもそ

の事業を継続することができるよう、発災

後 72 時間の事業継続が可能となる非常用

電源の確保に努めることとしました。また、

これらの施設で使用する自家発電設備用の

燃料が確保されるよう、ガソリンスタンド

等の業務継続のための非常用電源の確保を

促進することとしました。

・ 大規模停電が発生した場合において、電源

車を円滑に配備することができるよう、都

道府県は、重要施設の非常用電源の設置状

検証結果を踏まえた防災基本計画の修正を以

下のとおり行いました。

・ 被災した地方公共団体から迅速に正確な被

害状況が報告されない事態があり得ること

を想定し、大規模な被害が想定される場合

には、「内閣府調査チーム」等国の職員を

迅速に派遣し、災害情報を集約・整理する

等、地方公共団体を支援することとしまし

た。

・ 災害対応において情報共有や調整を迅速に

行うためには、現地においてレベルに応じ

た会議体を設け、関係者が一堂に会するこ

とが有効であることから、①現地において

現状の把握や被災地のニーズ等の情報共有

を行う「連絡会議」、②連絡会議で把握し

た調整困難な災害対応等について、関係者

間の役割分担や対応方針等の調整を行う

「調整会議」、③ライフライン施設の速やか

な応急復旧を図るため、調整会議等におけ

る対応方針等に基づき、現地のライフライ

ン事業者の事業所等で実働部隊の詳細な調

整を行う「現地作業調整会議」を開催する

こととしました。

・ 大規模な災害が発生した場合において、災

９

防災基本計画の変更概要
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況や最大燃料備蓄量等をリスト化するよう

努めることとしました。また、大規模停電

発生時には直ちに、リスト化した各施設の

非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の

確保が必要な施設の把握を行い、電源車等

の配備先を検討するよう努めることとしま

中央防災会議取りまとめ概要（令和元年房総半島台風）
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・ 内閣府が行う「プッシュ型支援」について、

発災後に迅速かつ効率的に支援が行えるよ

う、予備費の対象となる標準的な対象品目

を一覧にして提示するとともに、その他の

品目で災害に応じて予備費の対象となるも

のについては、速やかに各省庁に周知する

こととしました。

　令和元年 10 月に発生した令和元年東日本台

風においては、初動・応急対応の中で、自宅

で被害に遭われた高齢者や、自動車での移動

中に被災された方が多く、避難の実効性の確

保や、わかりやすい防災情報の提供等が課題

とされ、その検証結果を踏まえた防災基本計

画の修正を以下のとおり行いました。

・ ハザードマップ等で災害リスクがあると示

された地域内で亡くなった方が多数を占め

たことから、市町村は、住民へのハザード

マップ等の配布・回覧時に、居住する地域

した。

・ 通信障害の大まかな推定を含め、障害の原

因や倒木等による通信線の断線箇所等の情

報が関係機関へ十分に共有されていなかっ

たことから、総務省及び電気通信事業者は、

通信障害の状況や原因、通信施設の被害や

復旧の状況等を関係機関に共有するととも

に、総務省は、通信施設の早期復旧のため、

主導的に関係機関との調整を行うこととし

ました。

・ 物資の拠点の開設状況や運搬状況等、物資

支援に関わる情報について、国・都道府県・

市区町村で共有化を図り、効率的な支援を

行うことができるよう、地方公共団体は、

物資の備蓄・調達・輸送に係る体制を整備

し、必要な物資を供給するための計画を定

めておくとともに、「物資調達・輸送調整

等支援システム」に予め備蓄物資や物資拠

点の登録に努めることとしました。また、

関係機関は、物資の調達・輸送に関して同

システムを活用して情報共有を図り、相互

に協力するよう努めることとしました。

■台風及び新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえた防災基本計画の修正について■

４　令和元年東日本台風に係る検証
　　を踏まえた修正

中央防災会議取りまとめ概要（令和元年東日本台風）
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の災害リスクや住宅の条件等を考慮した上

で適切な行動や避難先を判断できるよう周

知に努めることとしました。また、「避難」

とは「難」を「避」けること、すなわち安

全を確保することであるため、既に安全な

場所にいる人は避難場所へ行く必要がない

ことや、避難先として安全が確保されてい

る親戚・知人宅等も選択肢としてあること、

警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」

すべきこと等、避難に関する情報の意味の

理解促進にも努めることとしました。

・ 出退勤途中の方が被災し亡くなる事例が複

数発生したことから、豪雨や暴風等によ

り屋外移動が危険な状況下で従業員が屋外

を移動することのないよう、事業者はテレ

ワーク、時差出勤、計画的休業等、不要不

急の外出を抑制するための適切な措置を講

ずるよう努めることとしました。

・ 市町村内で災害危険度が高まる見込みのあ

る地域を地図上に示した「危険度分布」の

認知、理解を促進するため、気象庁が気象

特別警報、警報及び注意報を発表する際に、

併せて災害危険度が高まる地域を示す等早

期警戒を呼び掛ける情報や、危険度及び切

迫度を伝える洪水警報の危険度分布等の情

報を分かりやすく提供し、気象特別警報、

警報及び注意報を適切に補足することとし

ました。

・ 被害の範囲が広く、災害廃棄物の量が甚大

であったため、収集運搬体制が十分に構

築できず、路上に災害廃棄物が堆積してし

まった地域があったことから、環境省及び

防衛省は、国、地方公共団体、ボランティ

ア等の関係者の役割分担、平時の取組等を

整理した連携対応マニュアルを作成し、関

係者に周知することとしました。

　前述の２つの台風に係る検証結果を踏まえ

た修正のほかに、各府省庁における最近の防

災に関する施策の進展等を踏まえた修正も以

下のとおり行いました。

５　最近の施策の進展等を
　　踏まえた修正

中央防災会議取りまとめ概要（令和元年東日本台風）
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ングを行う「災害時外国人支援情報コー

ディネーター」の育成を図ることとしまし

た。

・ 台風や大雨等を起因として、給油取扱所等

の危険物施設への浸水等による事故や被害

が頻発していることから、事業者は、当該

施設が所在する地域の浸水想定区域及び土

砂災害計画区域等の該当性並びに被害想定

の確認を行うとともに、確認の結果、風水

害により危険物等災害の拡大が想定される

場合には、防災のため必要な措置の検討や、

応急対策にかかる計画の作成等の実施に努

めることとしました。

　今回、これまで紹介した内容を主とした防

災基本計画の修正を行いましたが、今後、新

たな災害が発生し、更なる課題が生じること

も考えられます。防災に関わる各機関が、よ

り迅速かつ効果的な防災対策及び災害対応を

行うことができるよう、内閣府は防災基本計

画の不断の見直しを行っていきます。

　また、万が一災害が発生した場合において

は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策に万全を期すことが重要です。内閣府で

は、政府の新型コロナウイルス感染症への対

応状況を踏まえた災害対応のポイントについ

て、これからも情報発信に努めていきます。

　なお、防災基本計画及び新型コロナウイル

ス感染症を踏まえた災害対応の詳細について

は、内閣府ホームページで公開していますの

で、御確認頂ければ幸いです。

・ 災害時において、関係者間の情報共有が円

滑に行われるよう、関係機関は、平時から

災害に関する訓練・研修等を通じて「顔の

見える関係」を構築するよう努めることと

しました。また、国においては、このよう

な関係を持続的なものにするため、平時か

ら関係省庁間の情報交換・共有を図る会議

として「自然災害即応・連携チーム会議」

を開催することとしました。

・ 内閣官房は、非常本部等が設置された場合

又はこれらに準ずる政府の初動体制が確立

された場合には、被災者の生活や生業の再

建を迅速かつ円滑に支援することを目的

に、関係省庁で構成される「被災者生活・

生業再建支援チーム」を開催し、関係機関

と連携して対応にあたることとしました。

・ 令和２年に発生した新型コロナウイルス感

染症に関する対応を踏まえ、市町村は、必

要物資等の備蓄、避難所における避難者の

過密抑制等の感染症対策について、防災担

当部局と保健福祉担当部局が連携して必要

な措置を講じるよう努めることとしまし

た。

・ 高波による護岸の損壊のほか、暴風により

走錨した船舶が橋梁に衝突する等、近年想

定を超える高潮、高波、暴風による港湾へ

の被害が頻発していることから、これらの

被害を未然に防止するために、国交省及び

港湾管理者は、走錨等を起因とする事故発

生の可能性がある海上施設周辺海域に面す

る臨港道路において、必要に応じて防衝工

を設置することとしました。

・ 倒木・土砂崩れ等により立入りが困難と

なったエリアにおいても、被害の第一次情

報や被害規模に関する概括的な情報等を速

やかに把握するため、国及び地方公共団体

は、無人航空機を活用できる体制の整備を

推進することとしました。

・ 近年外国人住民数が増加している中で、大

きな被害をもたらす自然災害が頻発してお

り、災害時における外国人対応について言

語の壁等の課題があることから、総務省は、

地方公共団体と協力し、研修を通じて災害

時に地方公共団体等から提供される災害や

生活支援等に関する情報を整理し、避難所

等にいる外国人被災者のニーズとのマッチ

■台風及び新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえた防災基本計画の修正について■

６　おわりに
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　国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

の第５次評価報告書（2013 年～ 2014 年公表）

では、気候の温暖化には疑う余地がないこと、

21 世紀末までに極端な降水がより強く頻繁と

なる可能性が非常に高い地域があることなど

が示されており、気候変動に伴う降雨の増加

や海面水位の上昇等による水災害の頻発化・

激甚化が懸念されています。

　近年、我が国では、平成 27 年関東・東北豪

雨をはじめ、平成 28 年北海道・東北地方を襲っ

た一連の台風、平成 29 年九州北部豪雨、平成

30 年７月豪雨、昨年度は８月に九州の六角川

での水害、10 月には令和元年東日本台風によ

り多数の堤防決壊による大規模な浸水被害や

土砂災害が発生しました。さらに今年度も令

和２年７月豪雨により九州地方を中心に災害

が発生するなど、毎年のように水災害が起こっ

ています。

　平成 30 年７月豪雨では、気象庁が「地球温

暖化による気温の長期的な上昇傾向とともに、

大気中の水蒸気量も長期的に増加傾向である

ことが寄与したと考えられている」として、

個別災害について初めて気候変動の影響に言

及されました。

　近年、豪雨によって洪水が氾濫危険水位を

超過したり、河川整備の目標とする計画規模

を超過したりする河川数も増加傾向にあり、

降雨量の増加等の気候変動による影響が河川

整備の進捗を上回るようになっているとも考

えられています。

　将来にわたって水災害に対する地域の安全・

安心を確保していくためには、降雨量の増加
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気候変動を踏まえた「流域治水」への転換
―氾濫を未然に防ぐための事前防災対策の加速化―

１　はじめに

図 -１　令和元年東日本台風（台風第19 号）における被害



　さらに、気候変動による水災害の頻発化・

激甚化に対し、外力の増大に対する整備のス

ピードを考えると、従来の管理者主体の河川

区域を中心としたハード整備だけでは、計画

的に治水安全度を向上させていくことは容易

でありません。このため、従来の管理者主体

の事前防災対策を加速させると同時に、降雨

が河川に流出し、さらに河川から氾濫する、

という水の流れを一つのシステムとして捉え

られるよう、集水域と河川、氾濫域を含む流

域全体で、かつ、これまで関わってこなかっ

た流域の関係者まで含め流域全員参加で被害

を軽減させていくことが必要です。新しい水

災害対策は、以下の２つの柱によって構成さ

れています。

（１）水災害対策を過去の現象から気候変動を

　　 考慮したものへ転換

　治水計画等に反映する気候変動のシナリオ

の選定にあたっては、2016 年 11 月「パリ協

定」において、「世界の平均気温上昇を産業革

命以前と比べて２℃未満に抑え、1.5℃までに

抑える努力をする」との目標が掲げられ、温

室効果ガスの排出抑制対策が進められている

ことを考慮する必要があります。また、ほと

んどの河川等が最終目標とする安全度から比

較すると、現在の安全度は低い安全度にとど

まっており、最終目標に到達するまでには相

当の期間を要します。これらのことから、現

時点において治水計画等に反映させる外力の

基準とするシナリオは、２℃上昇相当のシナ

等の気候変動の影響を踏まえるとともに、人

口減少や少子高齢化の進展や ICT、AI、ビッ

グデータ等の著しい技術革新等、我が国の社

会状況の変化にも対応した治水対策を行って

いくことが求められています。

　このような中、令和元年 10 月に国土交通大

臣から社会資本整備審議会会長に対して「気

候変動を踏まえた水災害対策のあり方につい

て」が諮問され、令和２年７月に答申がとり

まとめられました。答申では、近年の水災害

による甚大な被害を受け、これまでの「水防

災意識社会」を再構築する取組をさらに一歩

進めて、社会のあらゆる関係者が、意識・行

動に防災・減災を考慮することが当たり前と

なる、防災・減災が主流となる社会の形成を

目指し、流域の全員が協働して流域全体で行

う持続可能な治水対策（「流域治水」）への転

換が提言されました。

　本稿では、その「流域治水」の考え方や、

その中心となっている事前防災対策等につい

て内容を紹介いたします。

　気候変動による将来の予測として、短時間

強雨や大雨の頻度・強度の増加、総雨量の増

加、平均海面水位の上昇、潮位偏差や波浪の

極値の増加が想定され、それぞれの水災害の

頻発化・激甚化に加え、土砂・洪水氾濫、高潮・

洪水氾濫など複合的な要因による新たな形態

の大規模災害の発生が懸念されています。
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２　新しい水災害対策の方向性

図－２　気候変動による降雨量等の変化倍率
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リオにおける平均的な外力の値を基本とする

べきと考えています。ただし、2℃上昇相当

のシナリオにおける外力の変化にも幅がある

こと、また、２℃以上の気温上昇が生じる可

能性も否定できないことから、４℃上昇相当

のシナリオの平均的な外力の値も参考とする

ことが考えられます。このため今後、気候変

動の進行具合（気温や極端ハザードの増大等）

を監視していくことも重要であり、４℃上昇

相当のシナリオは、治水計画等における整備

メニューの点検や手戻りの検討、減災対策を

行うためのリスク評価、河川管理施設等の危

機管理的な運用の検討の参考として活用する

ことが適当です。

（２）事前防災対策を加速化させ「流域治水」

　　 へ転換

　近年の水災害による甚大な被害を受け、施

設能力を超過する洪水が発生することを前提

に、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」

の再構築を進めてきました。今後、この取組

をさらに一歩進め、気候変動による影響や社

会の変化などを踏まえ、住民一人ひとりに至

るまで社会のあらゆる関係者が、意識・行動・

仕組みに防災・減災を考慮することが当たり

前となる、防災・減災が主流となる社会の形

成を目指し、流域全員が協働して流域全体で

行う持続可能な「流域治水」へ転換していく

ことが必要です。

　ここで「流域治水」について、以下のとお

り定義します。

　「河川、下水道、砂防、海岸等の管理者が主

体となって行う対策に加え、集水域と河川区

域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域と

して捉え、その流域全員が協働して、①氾濫

をできるだけ防ぐ・減らす対策、②被害対象

を減少させるための対策、③被害の軽減、早

期復旧・復興のための対策、までを総合的か

つ多層的に取り組むこと」

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策

　氾濫をできるだけ防ぐための対策につい

ては次章で詳細に説明します。

②被害対象を減少させるための対策

　治水施設の能力を上回る大洪水が発生し

た場合を想定して、被害を回避するための

まちづくりや、住まい方の工夫などの被害

対象を減少させるための対策です。

図－３　「流域治水」の施策のイメージ
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てきた取組をこれまで以上に加速することが

必要です。

　これらの対策の実施にあたっては、大河川

は一度氾濫すると経済的損失の影響が大きい

ことや、中小河川は相対的に安全度が低く浸

水被害が発生しやすいことなど、水災害リス

クの地域分布状況を考慮し、上流下流、本川

支川など、流域全体で地域の安全度を向上さ

せていく必要です。

　氾濫をできるだけ防ぐための対策について、

図に示すとともに、これからの取組について

代表的なものを紹介します。

（１）利水ダム等の事前放流の本格化

　一級水系を対象に、河川を管理する国土交

通省と全てのダム管理者及び関係利水者との

間において、事前放流の実施方針等を含む治

水協定を締結し、令和 2 年の出水期から運用

を開始しています。

（２）流域の雨水貯留浸透機能の向上

　都市部の内水氾濫対策の強化として、河川

事業と下水道事業との連携や地下空間を活用

した大規模な雨水貯留施設等の整備を推進、

地方公共団体、更には個人・民間の雨水貯留

浸透施設の活用や整備を含めた雨水流出抑制

等の更なる推進が必要です。

　また、特定都市河川浸水被害対策法に基づ

き、保全調整池の指定や開発者に対する雨水

浸透阻害行為等の許可等の流域と一体となっ

た浸水被害対策に取り組んでいる鶴見川では、

令和元年東日本台風の際に地方公共団体や民

間開発者が整備した防災調整池等が大きな効

果を発揮しました。

　さらに、このような都市部のみならず地方

部においても、既存のため池や田んぼ、耕作

放棄地等の活用を含め、様々な主体の協働を

進め、被害の防止・軽減を目指す必要があり

ます。

　具体的には、水災害リスクが高い区域に

おける土地利用や住まい方の工夫や二線堤

の整備や自然堤防の保全によって浸水範囲

を限定する、宅地の嵩上げや建築物の構造

の工夫などの対策を講じることが挙げられ

ます。

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

　災害の発生が避けられない場合でも、的

確・適切に避難できるようにするための体

制の充実といった被害軽減のための対策と、

被災地における早期の復旧・復興のための

対策です。

　具体的には、土地等の購入にあたっての

水災害リスク情報の提供や、安全な避難

先の確保やマイ・タイムラインの作成と

いった避難体制の強化、ＢＣＰ（Business 

Continue Plan:事業継続計画）の策定、鉄道・

河川・道路事業者等の連携による交通ネッ

トワークの確保、関係者と連携した早期復

旧・復興の体制強化が挙げられています。

　対策のイメージを図に示します。

　まずは計画で位置付けられている治水対策

を加速化し、流域治水の考え方も踏まえて、国、

地方公共団体、企業、地域住民等と当面の目

標を共有したうえで、連携を図って効果が高

いハード・ソフト一体となった実効性のある

事前防災対策を行うことが重要です。

　地域の安全度を向上させるためには、流域

全体で雨水や流水等を貯留する対策や洪水を

流下させる対策、氾濫水を制御する対策をそ

れぞれ充実させるとともに、効果的に組み合

わせていく必要があります。まずは、河川管

理者による堤防整備、河道掘削や引堤、ダム

や遊水地等の整備、下水道管理者による雨水

幹線や地下貯留施設の整備等、管理者が行っ

■気候変動を踏まえた「流域治水」への転換 ―氾濫を未然に防ぐための事前防災対策の加速化―■

３　氾濫をできるだけ防ぐ・
　　減らすための対策



118

（３）「粘り強い堤防」を目指した堤防強化

　令和元年東日本台風では全国 142 箇所で堤

防が決壊し、うち８割以上が堤防の上を水が

流れる「越流」が要因で決壊していることが

わかりました。施設の能力を超えて堤防天端

を越流・越波した場合であっても、決壊しに

くく、決壊するまでの時間を少しでも長くす

るなどの減災効果を発揮する、「粘り強い構造」

の堤防の整備や技術研究開発も進める必要が

あります。

　治水安全度の向上のため、堤防や河道掘削、

ダム、放水路や遊水地等の整備をこれまで実

施しており、地域によっては、過去に甚大な

被害が発生した災害の降雨規模を上回った令

和元年東日本台風でも、事前防災対策の実施

により、氾濫発生を防止・被害を軽減する等、

対策の効果が明らかとなっています。このよ

うに効果が高いハード・ソフト一体となった

実効性のある事前防災対策を加速していくた

めには、国、地方公共団体、企業、地域住民

等と当面の目標を共有したうえで、連携を図っ

て実施することが有効です。

　既に、令和元年東日本台風により甚大な被

害が発生した７水系（阿武隈川、鳴瀬川水系

吉田川、久慈川、那珂川、荒川水系入間川、

多摩川、千曲川を含む信濃川）においては、

緊急的に実施すべき対策の全体像を明らかに

した「緊急治水対策プロジェクト」に基づい

て、国、県、関係市町村のみならず流域の様々

な関係者が連携しつつ、「流域治水」の考え方

を取り入れた対策を集中的に実施しています。

具体的には、河川における対策としては、概

ね５年～ 10 年間で被災した堤防等の復旧のみ

４　流域治水プロジェクト等による
　　事前防災対策の加速化
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れからも長い戦いが強いられますが、その間

には社会の変化や国民の価値観の変化、技術

の革新など、時代とともに想像できないよう

な様々な変化があるかもしれません。しかし、

防災・減災対策へ継続的に投資するとともに、

流域のあらゆる関係者にも持続可能で包摂的

な対応の実施を求めていかなければならない

ことは疑いの余地はありません。むしろ、こ

の新たなチャレンジは、成熟した安定成長の

時代における持続可能な経済成長と国民の豊

かさを向上させるための機会と捉えて、世界

にも誇れる豊かな国土を次世代に提供する足

がかりとなるものと確信しています。施策や

技術が、水災害を防ごうという想いの下、一

日も早く実現するとともに、それらが不断に

検証され、よりよい施策や技術へと昇華して

いくことに努めてまいります。

ならず、河道掘削、遊水地の整備、堤防の整備・

強化等の改良復旧を集中的に実施する。また、

流域における対策として、雨水貯留施設の整

備やため池の治水活用等により雨水の流出抑

制を図るとともに、家屋移転や住宅地の嵩上

げ、浸水が想定される区域の土地利用制限な

ど、土地利用や住まい方の工夫を行っていく

こととしています。

　これら７水系以外の河川においても、同様

の取組を進めていきます。すなわち、達成す

べき目標とこれに対応したハード・ソフト一

体となった対策について実施内容、効果など

を明確化し、中長期的な事業の全体像をわか

りやすく発信することで地域住民、企業等の

関係者の理解促進や意識向上を図り、対策を

計画的に推進、加速化していきます。

　気候変動による水災害の激化への対応はこ

■気候変動を踏まえた「流域治水」への転換 ―氾濫を未然に防ぐための事前防災対策の加速化―■

５　おわりに
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　令和元年房総半島台風は過去 69 年間で

関東地方に上陸した台風としては最強クラ

スの台風であり、千葉市で最大風速 35.9

メートル、最大瞬間風速 57.5 メートルの

猛烈な暴風を記録するなど、県内９箇所で

最大風速、県内 10 箇所で最大瞬間風速の

観測史上１位の値を更新しました。また、

房総半島台風は台風本体の接近時に風や雨

が急激に強まる特徴がありました。この台

風により県内では７万棟を超える家屋被害

が発生するとともに、広い範囲で最大 64

万１千件の停電が発生し、解消までに長期

間を要したことから社会生活に大きな影響

が生じました。停電被害が大きいことを理

由として災害救助法を適用し

ましたが、停電を理由とした

同法の適用は全国的にもほぼ

前例がないものでした。 

　令和元年東日本台風は県内

に暴風と大雨をもたらし、10

月 12 日には市原市で竜巻と推

定される突風が発生しました。

また、県内２箇所で最大瞬間

風速の観測史上１位の値を更

新し、大きな被害をもたらし

ました。他方、神奈川県箱根

町で 10 日から 13 日までの総

降水量が 1,000 ミリに達する

など東日本の広い範囲に豪雨、暴風をもた

らし、東日本の広い範囲で河川の氾濫や土

砂災害、洪水害が発生し大きな被害をもた

らしました。 

　10 月 25 日の大雨は、日本の東海上を北

上した台風 21 号と 10 月 23 日に東シナ海

で発生した低気圧の影響により県内の広い

20

令和元年房総半島台風等への対応に関する検証報告
令和元年房総半島台風等への対応に関する検証と今後の対応

千葉県防災危機管理部防災政策課

１　令和元年房総半島台風以降
　　一連の災害の概要

（写真１）鋸南町の様子（台風 15 号被災後）

（図１）令和元年房総半島台風　経路図（日時、中心気圧（hPa））



範囲で猛烈な雨をもたらし、12 時間の降

水量が 10 月の降水量の平年値を超えたと

ころがあるなど記録的な豪雨となりまし

た。この豪雨の影響で県内の広い範囲で河

川の氾濫や土砂災害、洪水害が発生し大き

な被害をもたらしました。 

　このように単独の災害としても観測史上

１位の値を更新する記録的で大きな被害を

もたらした災害が、短期間のうちに三つ連

続して発生し大きな被害をもたらした点に

おいて、非常に稀有な一連の災害となりま

した。

　県では、今回の一連の災害に対する県の

対応を検証し、その経験や教訓を今後の防

災対策の充実・強化等につなげていくた

め、令和元年 10 月 15 日、庁内関係部局で

構成する「令和元年台風 15 号等災害対応

検証プロジェクトチーム」を設置し、各担

当部局において検証が必要な分野について

整理・分析し、今後の災害対応の改善に向

けた方向性等を検討しました。

　また、検証にあたっては、災害対応の専

門家等外部有識者で構成する「令和元年台

風 15 号等災害対応検証会議」を設置し、

検証の手法、分野・項目、内容、災害対応

の改善に向けた方向性等について、御意見、

御助言等をいただきながら検証を進めまし
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２　令和元年台風15号等災害対応
　　検証会議の開催

（図２）被害の概要 ※人的被害・住家被害は令和２年７月22日現在　※ライフライン被害・農林被害・中小企業被害は令和２年３月31日現在

（図３）検証会議構成員

房総半島台風
（台風15号）

東日本台風
（台風19号）

10月25日の大雨

人的被害

死者
８人

(内災害関連死者８人)
１人 11人

重傷者 15人 ３人 ２人

軽傷者 76人 23人 ６人

住家被害

全壊 427棟 32棟 36棟

半壊 4,475棟 282棟 1,721棟

一部損壊 74,900棟 6,219棟 1,892棟

床上・床下浸水 138棟 94棟 1,167棟

ライフライン
停電 64万1,000軒 13万8,500軒 2万3,400軒

被害 13万3,474戸 2,491戸 4,699戸

農業被害 664億9,900万円 30億7,000万円 56億9,000万円

中小企業被害 305億円超

氏名 所属・役職【専門分野】

（座長）
吉井　博明

東京経済大学
名誉教授　【災害危機管理全般】

（座長代理）
重川　希志依

常葉大学社会環境学部社会環境学科
教授　【人材育成】

大澤　克之助
株式会社千葉日報社
代表取締役社長　【報道機関】

関谷　直也
東京大学大学院情報学環
総合防災情報研究センター
准教授　【情報伝達】

坪木　和久
名古屋大学宇宙地球環境研究所
教授　【気象】

紅谷　昇平
兵庫県立大学大学院
減災復興政策研究科
准教授　【災害対応マネジメント】

山根　康夫
千葉県市長会事務局長
千葉県町村会常務理事　【市町村連携】
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た。

　検証会議は、令和元年 11 月から令和２

年２月にかけて、計４回開催し、次の 11

項目について、「県地域防災計画、マニュ

アル、その他各部等の災害対応について定

めた計画どおりの対応が取れたか」、「これ

らの計画、マニュアルは、今回の災害に対

応しうるものであったか」、「想定を超えた

部分について、適切な判断・対応ができた

か」、「千葉県において今後どのような改善、

取組を進めていくべきか」といった視点で、

熱心な議論が行われました。また、構成員

から市町村へのアンケートを実施するよう

提案があり、今回の県の災害対応に対する

市町村の声を、改善策に活かしていくため、

県内全市町村を対象としたアンケート調査

を実施しました。

《検証項目》

①　災害対応体制、本部設置に係る対応

②　知事（本部長）の動き

③　情報収集

④　人的支援（業務支援）

⑤　物資支援

⑥　医療救護

⑦　社会福祉施設への支援

⑧　水道供給

⑨　風害・水害対策（公共土木施設等）

⑩　ボランティア・ＮＰＯとの連携

⑪　大規模停電への対応

《検証経過》

第１回　令和元年11月22日（金）

第２回　令和元年12月20日（金）

第３回　令和２年１月24日（金）

第４回　令和２年２月17日（月）

　計４回開催された検証会議における構成

員の御意見等を踏まえ、県では令和２年３

月 24 日に「令和元年房総半島台風等への

対応に関する検証報告書」を取りまとめま

した。

　この報告書では、災害対策本部の「本部・

支部」、「各部・各班」等に係る 11 の「分野」

について検証し、「解決の方向性」を示し

ました。

【解決の方向性 (主な５項目 )】

①災害対応体制、本部設置に係る対応

・ 本部設置前段階において、台風の暴風域

に入ることが見込まれる確率などを基準

に「災害警戒体制」を自動配備とするこ

とや、初動・応急体制を確認するための

「応急対策本部」の設置について検討す

る。

・ 本部設置を客観的かつ迅速に判断できる

よう設置基準の見直しを行う。

・ 配備に係る職員への連絡の徹底を図ると

ともに、本部事務局員体制については、

あらかじめ定めた人員を投入した上で、

被害状況や応急活動の推移・経過などか

ら判断し、適正な配備規模とする。

・ 災害発生時及び平時の組織体制の見直

し、計画やマニュアルの点検等を行う。

②情報収集

・ 東日本台風の際の対応等を踏まえ、市町

村に赴き、現地の被害情報収集や市町村

の様々なニーズ把握を行う「情報連絡員

（リエゾン）」となる職員を本庁及び出先

機関であらかじめ選定をする。

・ 市町村に対し、災害時の県リエゾン派遣

の仕組みやその役割、受入れについての

理解を深めるための説明会等を開催す

る。

・ 災害発生の早期に、ヘリコプターによる

情報収集が行えるよう、警察、消防など

ヘリコプターを保有する機関との間で、

要請の手順、映像配信時刻の通知や映像

３　検証報告書の概要
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活用可能な複数の搬送手段の確保に努め

る。

⑤大規模停電への対応

・ 災害時、より円滑に石油類燃料を供給で

きるよう、千葉県石油商業組合との協定

の見直しなどを行うとともに、日ごろか

ら、国（資源エネルギー庁）及び千葉県

石油商業組合と顔の見える関係を構築す

る。

・ 限られた資源（電源車、燃料等）を有効

かつ迅速に活用するため、病院など優先

的に対応が必要な施設に関し、あらかじ

め非常用発電の有無や持続時間、油種な

ど、応急対応の判断材料となる各種情報

について、県においてリスト化を図る。

・ 東京電力とは、平時から情報共有し、樹

木伐採（予防伐採、倒木伐採）、電源車

要請手順、復旧見通し公表などで、連携

を強化するとともに、他県の先進事例な

ども参考にしながら協定の締結を行う。

・ 実働訓練では、事業者と連携した倒木対

応に係るライフラインの応急復旧訓練の

充実を検討する。

　検証報告書を踏まえ、県では令和２年６

月に地域防災計画の修正を行ったほか、大

規模停電対応や支援物資の迅速な輸送のた

め、各種事業者と協議を進め、更なる災害

対応力の強化を図っているところです。

①地域防災計画の主な修正内容

・県庁全体での危機管理意識の醸成

　県庁全体での危機管理意識の醸成を図る

ため、プロアクティブの原則（「疑わしい

ときは行動せよ」、「最悪事態を想定して行

動せよ」、「空振りは許されるが見逃しは許

されない」）を災害対応の基本理念に位置

付けました。

記録の提供方法などのルールの明確化を

図る。

・ 市町村において覚知した被害情報につい

て、防災情報システムへの入力の人的な

余力がない場合等には、リエゾンによる

代行入力をするなど市町村支援に努め

る。

③人的支援（業務支援）

・ 市町村の人的支援要請に的確に対応でき

るよう、また、市町村が迅速かつ的確に

人的支援要請が行えない場合、市町村と

協議し、支援ニーズを把握できるよう、

リエゾンを速やかに派遣する。

・ 総務省の「被災市区町村応援職員確保シ

ステム」について、市町村に対し、関係

機関と連携し、様々な機会を通じ、その

周知に努める。また、訓練を通じて、活

用方法の習熟に努める。

・ 市町村間の相互応援調整については、今

後、市町村へのアンケートを通じて、派

遣側と受入側の市町村から意見を聞き、

対応を検討する。

・ 自衛隊への災害派遣要請は、平素から自

衛隊との連携を密にし、発災時には市町

村等のニーズを的確に把握した上で、自

衛隊との調整を図り実施する。

④物資支援

・ 東日本台風の際に実施したように、品目、

在庫状況、仕様等について市町村に対し

積極的な周知を行うなど、今後も様々な

機会を捉え、相互の情報共有を図る。

・ 国や近隣自治体が備蓄する物資の情報に

ついても、現在、国が構築中の物資調達・

輸送調整等支援システムの活用などによ

り、情報共有を図る。

・ 現行の災害時の物資供給に関する協定に

加え、車両を多数保有する事業者などと

直接協定を締結するなど、災害発生時に

■令和元年房総半島台風等への対応に関する検証報告■

４　検証を踏まえた災害対応力の強化
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　また、危機管理に係る知識、危機管理意

識の醸成に向けた、職員向けの訓練や研修

を見直すほか、国や防災関係機関の研修を

積極的に活用していくこととしています。

・職員の配備基準の見直し

　これまでの災害警戒体制を災害即応体制

とし、その基準については県内に土砂災害

警戒情報や氾濫危険情報が発表されたとき

や、大雨警報等が発表され、かつ県が台風

の暴風域に入る確率が 70％以上のときと

し、かつ自動配備とするなど、配備基準を

見直しました。

・災害対策本部設置基準の見直し

　災害対策本部の設置を客観的かつ迅速に

判断できるよう、県内で大雨特別警報等が

発表されたときは自動設置とするほか、本

県の全域が台風の暴風域に入ることが確実

と予想されるときには、速やかに災害対策

本部を設置するよう設置基準を見直しまし

た。

　また、大規模停電や断水等が発生し、回

復までに長時間を要すると見込まれるとき

にも、知事の判断により災害対策本部を設

置することとしました。

・情報収集体制の強化

　情報連絡員 ( リエゾン）は、「地域リエ

ゾン」と「本庁リエゾン」の二人体制とし、

市町村ごとにそれぞれ第３順位者まで事前

に指定することとしました。このうち「地

域リエゾン」は「災害即応体制」時から派

遣し、市町村の被害状況や人的・物的支援

ニーズの把握を行うほか、被災市町村の状

況に応じて防災情報システムの代行入力を

行うこととしております。

　また、情報連絡員については、本年４月

に業務内容や防災情報システムの操作につ

いて研修を実施するとともに、情報連絡員

として派遣が指定された市町村を訪問し、

（写真２）訓練の様子（７月９・10 日実施）

（図４）職員の配備基準（風水害編）
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③大規模・長期停電への対応

　災害時の大規模停電の早期復旧を目的と

して、東京電力パワーグリッド㈱千葉総支

社と協定を締結しました。これにより、災

害時における停電復旧がより迅速化され、

県民生活の安定を図ることが期待されま

す。

　現在、大規模かつ長期停電時において、

病院等の医療機関や福祉施設、給水施設な

ど命にかかわる重要施設について、早期の

電力復旧のためや復旧までの間の電源車の

円滑な配備を目的として、あらかじめ市町

村及び県関係部局から必要な情報を把握し

てリスト化し、同社と情報共有をしておく

などの対応を進めているところです。

【協定概要】

・ 大規模停電時の電力復旧等に連携して

取り組むこと

・ 相互連絡体制を確立すること

・ 電源車の優先配備先の情報を共有する

こと

・ 計画的な樹木伐採について、相互に協

力すること

　

　検証報告書でとりまとめた内容は、以上

のとおり既に対応に着手しているところで

すが、引き続き各関係部局において、フォ

ローアップを行いながら、今後の防災対策

の充実・強化等に向けた具体的な対策、取

組に活かしていくとともに、いつやってく

るかわからない大災害に備え、不断の見直

しを続けてまいります。

市町村の防災担当者と打ち合わせを行うな

ど、平時から顔の見える関係づくりの構築

に努めてきています。

　さらに、ヘリコプターを活用した情報収

集のため、警察本部や千葉市消防局など関

係機関と協議を行い、発災時におけるヘリ

コプターの出動要請や映像提供等に係る依

頼手順についてルールを明確化しました。

②物資支援の強化

　東日本台風における災害対応以降、県の

備蓄物資の情報を全市町村に提供するな

ど、円滑な物資の提供に努めたほか、本

年４月から国が構築した物資調達・輸送調

整等支援システムを活用し、県内市町村と

備蓄物資に関する情報の共有を図っていま

す。これにより避難所における物資ニーズ

をリアルタイムに把握することが可能とな

り、支援物資のミスマッチの解消につなが

ることが期待されます。

　また、市町村への物資支援を円滑に実施

するため、物流事業者で構成する千葉県ト

ラック協会との協定に加え、新たに(一社 )

ＡＺ - ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク※と

災害時における物資の輸送・荷役等に関す

る協定を締結しました。この協定により輸

送力の更なる確保が図られるほか、物資拠

点において民間のノウハウを活用した搬送

作業の効率化が期待されます。

（※）中小のトラック運送事業者を中心と

して全国 1,450 社が参加する事業者団体

【協定概要】

・ 災害時にトラックによる輸送力の提供

・ 物資拠点となった倉庫内での荷役作業

・ パレット等の物流機器の提供

・ 物資拠点 (倉庫 )の提供及び運営

・ 物流に関して専門的な知識を有する者

の派遣

■令和元年房総半島台風等への対応に関する検証報告■

５　おわりに



126

 　宮城県大崎市 鹿島台まちづくり協議会
安全で快適委員会 委員長 千葉 榮

北

から

から

南

　大崎市は、宮城県の北西部に位置し、東西

に約 80km の長さを持ち、奥羽山脈から江合川

と鳴瀬川の豊かな流れによって形成された、

広大で肥沃な平野「大崎耕土」を有する四季

折々の食材と天然資源、そして地域文化の宝

庫です。平成 29 年 12 月 12 日「持続可能な水

田農業を支える『大崎耕土』の伝統的水管理

システム」が「世界農業遺産」に認定されま

した。

　鎌田三之助（わらじ村長）は、明治 42 年か

ら 38 年間村長を務めた人物で、品井沼干拓に

人生の多くを捧げた人でもありました。ひと

たび雨が降ると大洪水となる品井沼の水を松

島湾へ排出するための潜穴（くぐりあな）「明

治潜穴」工事の陣頭指揮をとり、現在の美田

広がる鹿島台地域の基礎を築きました。

　鹿島台まちづくり協議会の安全で快適委員

会は、南の玄関にぎわいのまちづくり計画と

して、地域の消防、交通、防犯、水害に強い

まちづくりなど、安全で快適な暮らしを支え

る活動をしています。住みよい鹿島台をつく

るために、平成 18 年３月の市町合併以前から

30 年近く取り組んでまいりました委員会の活

動が認められ、令和２年２月 28 日に、栄えあ

る「第 24 回防災まちづくり大賞（主催：総務

省消防庁　共催：一般社団法人日本防火・防

災協会）」の「日本防火・防災協会長賞」を受

賞いたしました。

　令和元年 10 月 12 日（土）から 13 日（日）

にかけて、関東地方を縦断し、東北地方の東

海上に抜けた令和元年台風第 19 号（東日本台

風）は、大崎地方でも総雨量が 200mm を超え

るなど、「昭和 61 年 8.5 豪雨」、「平成 27 年９

月関東・東北豪雨」以上の記録的な豪雨とな

りました。

　吉田川の堤防が決壊し、鹿島台地域では大

規模な浸水や冠水被害をもたらし、住民の救

助には、大崎消防・自衛隊のゴムボートや宮城・

山形・札幌の消防ヘリコプター等による救助

活動が行われました。また、浸水によるホー

ムタンク等の転倒、農業用施設からの重油な

ど、地区一帯に危険物と刈り取り後の稲わら

が流出し処理活動は困難を極めました。住宅

の後片付けには多くのボランティアに駆けつ

けていただきました。なかでも、鹿島台小学生、

中学生は応援のメッセージカードを持って「ま

わらじ村長が築いた鹿島台
「安全で快適な地域社会をめざして」

１ はじめに

２ 令和元年台風第19号に伴う被害

台風第 19 号、吉田川堤防決壊

災害ボランティア「まごころ届け隊（中学生）」
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ごころ届け隊」として、高校生は災害復興の

募金活動もしてくれました。

　甚大な被害の中でも、死者が発生しなかっ

たことは不幸中の幸いであり、安全で快適委

員会の構成団体である消防団・婦人防火クラ

ブ・交通・防犯・小中学校・住民との連携や

自主防災組織の日頃の活動により地域住民が

「命を守る行動」を理解し、積極的な避難行動

を行った成果であると言えます。

　小学生の視点で地域を探検して、防災・防

犯・交通安全に関する様々な施設や設備、危

険なところを発見する楽しく学べる活動で

す。公共施設をはじめ、調整池や用水路、子

供１１０番の家などポイントに立ち寄り、イ

ンタビュー、写真撮影もしました。途中、テ

レビ局や新聞記者の取材を受けながらゴール

しました。製作した防災マップは、日本損害

保険協会が主催する「防災マップコンクール」

に応募し２年連続入賞しています。

　また、小学４年生「防災・減災」の学習では、

消防署に台風第 19 号の被害について出前講座

を依頼しました。台風発生から数日間の被害

状況、ゴムボートの組立体験、救助の様子を

写真で説明していただきました。県内でも防

災の関心が高く、テレビ放送や新聞にも掲載

されました。

　鹿島台互市は、明治43年（1910年）から続き、

今では東北最大級の規模を誇る伝統の市です。

駅前の特設ステージでは、復興「火の用心・

交通安全・秋の互市コンサート」を開催しま

した。小学校ブラスバンドの働く人「ワーク

マン」の演奏と交通安全の歌、中学生の災害

ボランティア体験発表、高校生の火の用心広

報・台風第 19 号募金活動により、地域住民に

笑顔と元気を与えてくれました。

　過去の災害の記憶が薄れていくなか、市民

一人ひとりが、防災についての知識と行動を

身に付け、「自らの生命は自ら守る」というこ

とを普段から心掛け、地震・水害に強いまち

づくりとして、安全で快適な住みよい鹿島台

をつくるために、まちづくり協議会が連携し

て「つなぐ・ささえる・はぐくむ」地域活動を、

これからも継続して参ります。

３ 鹿島台ぼうさい探検隊
４ 復興、安全で快適な暮らし

５ これからわらじ村長像「ぼうさい探検隊（小学生）」

小学校出前講座「台風が来たら、どうする」

復興「火の用心・交通安全・秋の互市コンサート」
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東京都墨田区 自主防災組織ハンマーズ
キャプテン 福井 寿英
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　自主防災組織ハンマーズは、東京都墨

田区で住宅産業と建設産業で働く技能技

術者、親方、事業主で結成したチームです。

前身は、2008 年に墨田区と「災害時にお

ける応急対策業務に関する協定」を締結

したときに結成した、自力脱出困難者の

応急救出救助活動チームです。

　その後、東日本大震災の被災各地で、

地域の建設産業が災害時の応急対応と復

興事業まで、改めてその役割の重要性が

認識されたことをきっかけに、「その社会

的役割を果たすこと、地域の防災力向上

に役立つこと」を目的に、2014 年 11 月

に再結成しました。

　ハンマーズとして活動を始めた頃は、

区内でもまだまだ知られておらず、活動

する環境もそれほど整ってはいませんで

した。そのため、まずはチームのレベル

アップ・スキルアップを図る活動を重視

し、メンバーの防災に対する意識向上と

防災力向上を目指して、年複数回の学習

会や防災訓練を取り組んでいます。特に、

地元の消防署の方には、何度も応急救助

訓練を始めとする様々な訓練をご指導い

ただき、チームのスキルアップにご協力

とご指導をいただいています。また、地

域の建設産業団体である東京土建墨田支

部や墨田区耐震補強推進協議会のイベン

トや、墨田区総合防災訓練などに積極的

に参加し、地域の防災力向上に役立つチー

ムとして認知されるように努力を続けて

います。

　総合防災訓練や地域の防災訓練に参加

する中で、私たちの取り組む活動で特に

最初に注目を浴びたのは、地震で倒れた

家を模して作った「倒壊家屋模型を使っ

ての応急救助訓練」です。実物大に近い

倒壊家屋の模型を作って、ジャッキやバー

ルといった応急救助で使う資機材を使っ

て、安全対策を施しながら閉じ込められ

た人を救出する訓練です。瓦屋根の模型

なので、臨場感やインパクトがあると好

評を得ることが出来ました。また、防災

訓練は「つまらないし、難しい」ものと

感じないように、子どもも大人も「楽し

く学べる防災訓練」の開催を目指して、

いくつかのオリジナルの防災訓練コンテ

ンツを考えて防災訓練などに参加してい

ます。

　「ジャッキ体験 de コリントゲーム」は、

地域の防災力向上とコミュニティづくりに
役立つ防災訓練を目指す
自主防災組織ハンマーズの取組

消防署員の指導で訓練

１ はじめに

２ まずはチームのレベルアップ

３「楽しく学べる」防災訓練
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倒れた家具の下敷きになった人や倒壊し

た家屋に閉じ込められた人を助けるのに

役立つ道具であることを理解してもらう

ため、使い方の説明と操作方法を体験で

きる訓練です。

　「コリントゲーム」（傾斜した盤面を玉

を転がして遊ぶゲーム）の台を製作し、

子どもは、「どうしてもゲームがしたい」

と思っていても、自分でジャッキを使っ

て台を傾けなければゲームはできません

から、ジャッキの使い方を覚えながらゲー

ムも出来るという体験です。ほかにも、「非

常持出袋釣りゲーム」「家具転倒防止器具

取付体験」など、体験型にゲームを組み

合わせるなど「楽しく学べる」防災訓練

コンテンツを企画製作し、地域の防災訓

練や学習会のお手伝いをさせていただく

ようになりました。

　私たちは、地域で開催される防災訓練

を「地域イベント」と位置づけられるよ

うに、「地域の防災力向上とコミュニティ

づくりに役立つ」防災訓練を開催するこ

とを目指して取り組みを続けています。

地域町会などで活動する皆さん共通の悩

み、「何をしていいか分からない、人が

集まらない、マンネリをどうしたらいい

か？」などを一緒に考えていきたいと思っ

ています。参加した人が「来て良かった」

と感じてもらうことはもちろん、地域の

中で地域防災力向上のために一生懸命に

活動している町会役員や防災に関わる方

たちが、何より「やり甲斐」を感じられ

る防災訓練にするために、信頼関係を築

きながら側面支援をして貢献できる関係

づくりとチーム作りを進めていくつもり

です。

　まだまだ防災活動の分野では新参者の

チームですが、近年、日本が直面してい

る繰り返し襲ってくる自然災害の脅威か

ら、人の命や地域を守ることに貢献でき

るよう、チーム一丸となってより一層努

力していきたいと思います。

倒壊家屋模型を使っての応急救助訓練

ジャッキ体験 de コリントゲーム

ミニチュア家具転倒防止実験

４
地域社会に貢献できる
チームづくり
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　安政元年（1854 年）11 月５日に発生し

た安政南海地震による津波は、当時の広

村（現在の和歌山県広川町）に甚大な被

害を及ぼし、死者 30 名、建物被害 339 棟

と伝えられています。そんな中で自らも

津波に巻き込まれながら、かろうじて難

を逃れた濱口梧陵（儀兵衛）が、避難誘

導のため稲むらに次々と火を放ち、逃げ

遅れた村民の命を救った逸話は「稲むら

の火」として今も語り継がれています。

　広川町民が今も彼を「ごりょうさん」

と呼び、敬愛して止まないのは、この逸

話によるものだけではありません。被災

直後から大量の非常食料の調達に始まり、

仮設住宅の建設、農具・漁具の配給によ

る生活再建、住宅建設費の補助、橋梁の

架け替えなど、およそ個人では考えられ

ないような復旧・復興事業に奔走し、さ

らに翌、安政２年には濱口東江、岩崎明

岳らと共に私財を投げうって津波に対す

る根本対策の大堤防を、被災住民を雇用

して造築することになります。

　３年 10 か月を費やして造築された堤防

は、完成から88年後の昭和21年（1946年）

再びこの地を襲った昭和南海地震の津波

から市街地と多くの住民を救うこととな

りました。

　津浪祭は明治 36 年（1903 年）広村の

有志が安政津波被災 50 回忌に際し、堤防

補修の土盛りを行うことを取り決めたこ

とが始まりとされ、昨年で 117 回目とな

ります。

　毎年 11 月５日朝、地元の有志と共に広

小学校６年生と耐久中学校３年生全員が

広村堤防の上に土を盛り、手で成らし、

その後静かに両手を合わせ祈ります。津

波で亡くなった人達への慰霊、この堤防

を築いた濱口梧陵ら先人への感謝、そし

て津波から自らの命を守る誓いをします。

祈りと感謝の継続を防災文化に
広川町「津浪祭の継承」

宮司による神事

土盛りの様子

１ はじめに ３ 明治36年に始まった「津浪祭」

２
津波対策に私財を投じた
「ごりょうさん」
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　その後、安政の津波当時から避難場所

となっている広八幡神社の宮司による神

事が執り行われ、感恩碑（1933 年、梧陵

らの遺徳を讃え建立）に献花を行います。

　「まつり」と呼ぶにはあまりにも静かに

進行しますが、町、自治会、消防団、消

防本部、警察、自主防災等様々な組織の

代表と小、中学生が一緒に海を眼前に控

えた場所で梧陵の防災精神伝承の時間を

持つことに大きな意味がある「まつり」

だと考えています。

　また、このまつりの後、子供達は学校

に戻りシェイクアウト訓練、広八幡神社

への避難訓練、ＪＲ列車からの避難訓練

等を実施しています。

　広川町の多くの子供達は「防災」を意

識する前から、この堤防を遊び場とし、

散歩道とし日常の中にあるものとして成

長します。津浪祭の日に土盛りに参加す

ることは改めて「防災の想い」を受け継ぎ、

実践していくメモリアルでもあります。

　また広小学校が実施する上記の避難訓

練では、６年生が１年生の、５年生が２

年生の手を引き八幡神社まで駆け上がり

ます。途中転んで泣き出す下級生を励ま

しながら避難する上級生の姿が印象的で

す。

　東日本大震災で釜石市の子供達の見事

な避難行動を賞賛し『釜石の奇跡』と評

されました。しかし津波から命を守る行

動は「奇跡」ではなく、当たり前の行動

でなくてはなりません。この祭に参加し

た子供達にはそう言える大人に成長して

くれることを期待しています。

　３年前からは、国連ユニタール（国連

訓練調査研究所）から多数の外国人研修

生も参加し、一緒に土盛りや避難訓練を

行っています。いずれも太平洋島嶼開発

途上国の女性リーダー達で、津波の脅威

が他人事ではない国の方々です。

　「津浪祭」「広村堤防」を含め平成 30 年

５月に「百世の安堵」～津波と復興の記

憶が生きる広川の防災遺産～として日本

遺産に認定され、また「津浪祭の継承」

が令和元年度「第 24 回防災まちづくり大

賞」消防庁長官表彰を受賞しました。

　この祭のルーツが津波防災の日、世界

津波デーに繋がっていることを考えると、

いつまでも伝承していかなければならな

い「まつり」だと思います。ＪＲ列車避難訓練

広小避難訓練

４「防災の想い」を受け継ぐ
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 　徳島県徳島市 津田中学校 防災学習倶楽部
担当教諭 中山 直之
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　徳島市津田新浜地区は旧漁村地域で海岸

に隣接しています。南海トラフ巨大地震が

起こった場合、家屋の倒壊 20％、津波は 40

分で津田海岸に到達し、校区すべてが水没

すると想定されています。また、古くから

の街並みが多く、道路が非常に狭く、避難

時にはブロック塀が倒れ、避難が困難にな

ることが予想されます。また、町内の高齢

者の割合が非常に高いのも特徴です。

　津田中学校では、平成 26 年度より防災学

習倶楽部（同好会）を立ち上げ、活動を企

画し、夏休みなどの長期休業日、土日を利

用して地域の防災リーダーになるべく防災

学習に取り組み、地域の方々と共に実践し

ています。

　津田中学校の防災学習の中で、一番大切

にしてきているのは、校区内の一軒一軒を

回り聞き取り調査を行うフィールドワーク

調査です。その年々の課題についてのアン

ケート調査を行い校区内に住んでいる方々

の防災に対する意識について調査し続けて

います。15 年間のデータの積み重ねが、非

常に大きな資料になっています。そして、

このフィールドワーク調査によって、中学

生と地域の方とのつながりを深めることが

できています。

（１）被災体験一泊研修

　昨年で５回目になります。運営は、ＯＢ

高校生が行い、アドバイザーに、ＯＢ大学

生、社会人が、中学生は被災者としての生

活を送る体験をします。ＯＢの知恵を中学

生に受け継いでいく場でもあります。同時

に、地域の方との座談会を行い、ふるさと

「津田」の良さを語り合い、地域の思いを受

け取っています。

絆を深め、
地域と共に歩む防災教育

昨年度の調査をまとめたミニコミ誌

一泊研修でＯＢと共に活動する様子夏のフィールドワーク住民意識調査

１ はじめに

２ 活動内容
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（２）事前復興まちづくり案のジオラマ製作

　私たちは、今までの活動の積み重ねから、

震災後に住民が「津田」のまちを離れるこ

となく、速やかに復興できるまちづくりを

提案してきました。それがさらに発展し、

地震・津波等の災害前から備え、災害に強

く、安全なまちづくりの提案をまとめるこ

とができてきました。この案を、実感を持っ

て感じてもらうために将来の津田のまちの

ジオラマを１／ 1,000 のスケールで製作し

ました。このジオラマをたくさんの方に見

てもらい、改善していくのが、今年の活動

の１つであります。

（３）その他の活動

　保幼小学校での防災学習出前授業、町内

ブロック塀調査、町民避難ルート意識調査、

バーチャル避難訓練、町民避難訓練運営参

加、阪神淡路大震災追悼イベント、各種団

体と交流・発表等を行っています。

　第１に地域との繫がりが格段に上がった

ことです。今まで知らなかった地域の方々

と接することが増え、故郷に対する考え方

が変化してきました。

　第２にコミュニケーション能力の向上で

す。最初はしゃべれなかった生徒が堂々と

会話ができるようになり、戸別訪問でも臆

することなく地域の方々と会話ができるよ

うになりました。ＰＣの活用や図版の使い

方なども自ら考えて盛り込み、プレゼンテー

ション能力も上り、大人に対してしっかり

と考えを述べることができるようになりま

した。

　第３に地域の方々の防災意識や若者への

期待値が向上したことです。被災体験一泊

研修では、炊き出し訓練に自主防災会婦人

部に朝早くから参加していただきました。

また自主防災会などの団体の方々が津田中

学校の活動をモデルとして見に来ていただ

きました。そして、社会福祉協議会の発表

では、民生委員さんらから中学生（若者）

の活動が、地域の活性化と高齢者の「生き

る意欲の高揚」にもなるとの言葉をいただ

きました。

　防災学習を続けて 15 年目になり、毎年の

課題が生徒たちに理解が進んでいます。津

田中学校の代表としての自覚も芽生え、後

輩への態度や接し方で全校生徒への啓発を

行っています。そして、これまでの長年の

活動の成果をつなげていくために、卒業後

もできる限り防災学習への参加を募るソー

シャル・ネットワーク・システムを構築し、

地域の若者を地域の活動に関わらせていき

たいです。

　「近所の方々とのネットワーク作りの大切

さと、中学生や高校生の温かい声かけの大

切さ」を実行し、ふるさとを愛し、一人で

も多くの「命」が助かるような学習、活動

と啓発を継続していきたいです。

　執筆現在、新型コロナウイルス感染症の

猛威にさらされ、まさに非常事態の真中に

おり、その中で、新型コロナウイルスに立

ち向かい尽力していただいている方々に敬

意を申し上げます。そして、このようなと

きだからこそ、私たちに何ができるのか考

え、活動できることを模索しているところ

です。

　この文章が、掲載される頃には、収束が

見えていることを願うばかりです。バーチャル避難訓練の様子

３ 学習の成果

４ おわりに
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南

　北九州市の人口は、産業構造の変化や

出生率の低下により1980年を境に減少を

続けており、併せて高齢化率は上昇して

います。八幡東区枝光一区の地域におい

ても同様に人口の減少と高齢化が進み、

傾斜地における管理者不在の空き家や空

き地が増加したことによる防火・防災上

の危険性や住環境の悪化が課題となって

きました。

　枝光第一区市民防災会は、これらの課

題を解決するために、九州大学大学院人

間環境学研究院の志賀勉准教授をアドバ

イザーとして迎え、平成18年から地域住

民や大学院生、地元消防団員が協働で

「まち歩き」を実施し、危険個所の確認

や地域防災マップの作製・配布、また危

険箇所等について行政へ改善要望を行う

など、地域が主体となり、大学や行政と

連携し安全で安心して暮らせるまちづく

りに取り組んでいます。

　毎年６月の第一日曜日に地域住民と大

学院生、地元消防団員が協働で、前年に

作成したマップをもとに町内ごとに班に

分かれて「まち歩き」を実施し、空き家

や空き地、老朽家屋、ブロック塀、擁

壁、道路等を調査して、防火・防災上の

危険個所や住環境上の問題個所を把握

し、災害時の一時集合場所や「区内巡

視」の結果を整理してマップに書き込む

とともに、改善策や改善に際しての課題

について意見交換を行ったのちに班ごと

に調査結果を発表する。最後に志賀淳教

授に、改善に必要な助言や提案をしても

らいます。

　今年度に限っては、新型コロナウイル

ス感染拡大の影響を受けて、事前に自治

区会の町会長さんへ今年度の点検マップ

を配布し、マップには昨年までの点検・

改善活動で確認した個所をマークした

マップを配布し、当日の点検活動を円滑

に進めるため事前にマップを確認いただ

き、特に注意すべき個所や新たな問題発

生個所、改善個所をマップに書き込み、

当日持ち込んでいただきました。また

地域・大学・行政が連携して
　　　　　　安全で安心して暮らせるまちをつくる

「まち歩き」でまちづくり

振り返りの様子山王地域の空き家
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「まち歩き」後の座談会は実施せず、自

治区会の役員と志賀研の大学院生で振り

返りを行いました。

　毎年10月ごろに問題検討会を開き、

「まち歩き」で取り上げられた危険個所

や問題個所について、区役所の関係課へ

改善要望を行うとともに情報の共有を図

り、大学院生は、「区内巡視」の結果を

もとに危険個所や改善個所等の内容の見

直しを行い、新たな地域防災マップを作

成して、自治区会を通じて地域住民へ配

布しています。

　地域防災マップを地域住民に配布する

ことにより、防火・防災上の危険個所

や住環境上の問題個所、災害時の一時集

合場所、過去に確認された危険個所や問

題個所の改善状況等についての情報を把

握・共有ができるようになりました。

　区役所の関係課への改善要望を始めた

ことにより、過去３年間で確認した危

険個所や問題個所93件のうち44件が改善

される等、地域の環境改善が進んでいま

す。

　また、民地等の未改善個所について

も、区役所の関係課から土地所有者に対

して改善指導がなされるようになりまし

た。
行政と問題検討会

まち歩きベースマップ山王
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　医院はグリーン・ハウスの隣りで、密着しているが入口は離れていた。トイレに行く途中

で火の粉を発見したので外に出てみたら、グリーン・ハウスの屋根にある２つの空気孔のう

ち、前の方から炎が噴出していた。病室の方にかけつけたら、患者はすでに火災を発見して

いて、避難準備をしていた。こちらは風上だが、火の玉が飛んできて何も搬出することが出

来なかった。

　グリーン・ハウスの空気孔から風下の方の高くなっている部分（ボイラー室付近）の羽目

板に火がついた。そのうちこちらの２階建ての物置小屋に火が入って燃えてしまった。その

あと、諦めて本町通りの方の建

物の２階から眺めていた。

　医院が焼け落ちたのは約１時

間後であった。その前に火の手

が協同社の方を通って大沼デ

バートに入ったようであった。

協同社が燃え始めると間もな

く、てぶくろ横丁の開口部から

火が入った。その燃え方は、炎

が呼吸しているような感じで、

吹いたり引っ込んだりしてい

た。

　出火したのは午後５時40分で、気がついたのが10分くらい後だった。外がうるさいので

出てみたら煙が上がっている程度だった。それから約20分くらいたって煙がこちらになび

いてきて、さらに20分くらいしてから火の粉が飛んできた。後に80年くらいたった木造の家

があって、７時頃一回火がついた。天神様の向いにあって少し高くなっている所に家があっ

たので早く火の粉が来たようだ。若い連中と消防隊がホースを持ってきたので消火に協力し

酒田大火の体験談

 過去の災害を振り返る 第６回連　載

中町二丁目　医院体験談その１

中町一丁目　建設会社従業員体験談その２

　昭和51年10月29日（金）の午後５時40分頃発生した山形県酒田市の大火での体験談です。

体験談は、消防庁消防研究所（現在、消防研究センター）が現地調査を行い、昭和52年10月

の報告書に掲載されたものを抜粋しました。

　なお、前回６月号35ページの焼失区域図を参照してください。

焼け落ちる寸前の火元のグリーン・ハウス
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た。30～40分して家の２階に火がついたが、ほとんど我々の手で消した。

　Ｈさんの家に火がついて消し炭のような火の粉が飛んできた。丁度斜め向いのパチンコ屋

の２階に火があがって、屋根の上から青白い光が出始め、大分時間がかかったが燃え出して

からだめだと思った。最後まで会社に残ったが、警察の指示で帰った。

　北側のお寺の方から焼け落ち

るのをながめていたが、午後10

時過ぎに完全に焼け落ちた。表

側よりも裏側に火のまわりが多

かった。通りでみていてもその

近くの建物は高く古かったの

で、屋根の瓦の隙間に火の粉が

多く入っていた。２階の壁は火

の粉で火がついた。２階に上る

階段あたりで、板張りの天井あ

たりの風下の方から燃えた。二

回目の飛火が家のあっちこっち

に起きた。

　出火は午後５時40分頃で、25m程の風が吹いていた。グリーン・ハウスの火が大沼デパー

トの窓から入ってしまい協同社の方もいっしょに燃え広がった。建物がロ型なので風がまい

ていた。道路のむこうと手前の両方から燃えていき、アーケードに火が煙突のように走って

行った。営業中でみんな見ていたら消防力と水の力が弱かったので向いの棟のあたりから火

がぽつぽつと出ていた。大沼デパート、グリーン・ハウスの屋根から燃えてきた。

　うちは十字路の角で午後９時30分頃煙が入った。隙問から煙が３階から２階へと充満し、

２階に上がれなくなった。火はアーケードの端を走って行き、後の木造の部分が片っぱしか

ら燃えた。200m幅で２丁ぐらいが同じような速度で押されて来た。自分の店は燃えていな

いが囲りが火の海で入るわけにいかなかった。風が強く，周りはあっちもこっちも燃えてい

た。四方八方から炎が上がって手のほどこしようがなかった。１～２軒と焼けるのなら何ら

かの手だてがあるが、今回は５～10軒も一度に広がって行くのでどうすることもできなかっ

た。グリーン・ハウス、大沼デパートの町の一角が火の海になり、道路を隔てた向い側の追

路も火の海になり２丁目がみな燃えているという状態だった。

　あの日はもの凄い風が吹いていて、風の方向がしょっちゅう変わっていた。私が園に着い

たのは、午後７時30分頃であったが、火の粉は午後10時30分頃に多く来て、落下してから

粉々に散った。保育園の庭の端の方にプラタナスの葉が風で全部落ちて吹きだまりができ

た。そこに火の粉が落ちれば大変だと思った。市役所に応援を頼み、庭の火の粉を追いかけ

新井田町　保育園体験談その４

市役所屋上からの中町一丁目

中町一丁目　商店体験談その３
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て消していた。

　そのうちに役所から十数人の

応援がかけつけてくれた。飛火

警戒で荷物を外に出す準備が遅

れて、搬出したものは特に大事

なものに限って行った。園は昭

和26年に開設した古い木造建物

で民家に近い所が燃えた。屋根

のげじという部分に12時頃飛火

して近所の人から怒られた。そ

の部分は役所の人に消火しても

らった。そこが危くなったの

で、12時過ぎに避難した。

　保育園の裏の民家が午前１時

30分頃に燃えたように思う。浜田ホテルの隣りのＦさんの家が燃えた時点では商事会社の駐

車場の隣りの２軒の家は残っていたが、その後ぱっと燃え出した。保育国の遊戯室の時計が

３時20分に止まっていた。燃えたのが午前２時頃だと思うが、時間的なことはよくわからな

い。

　会社は焼け残ったが、裏の保育園は焼けた。会社が焼け残った理由は道路が三方にあっ

て、道路幅が10ｍ位あったこと、家の南側に駐車場があったこと、近くに新井田川があって

水利に恵まれていたこと、また、家の向いに樹木があって、その樹木に放水してくれたこと

等である。

　放水が霧状になってこちらの方に流れてきて、窓ガラスが割れなかったので助かった。浜

田ホテルの旧館が燃えたのは午前２時か３時頃だったが、その頃には煙が建物内に侵入して

きて警察が避難するように呼びかけていたので、鍵をかけて避難した。保育園が燃えたのは

最後で午前４時頃だと思うが、それから、こちらには移らないと思ったので家に帰った。

　浜田ホテルには２階から火が入って拡大した。翌日にホテルに入ってみると防火扉があっ

て、その部屋の方が助かったようであった。ホテルの北側は焦げていたが、南側はなんとも

なかった。建物の下は駐車場で下駄ばき状になっていて，その中を火が吹き抜けてＨさんの

家に移ったようである。Ｆさんの家の近くにはブロックがあって、ブロックが火に強かった

ように思われた。

　中町が焼けている頃から火の粉がずいぶんきたが、風と雨が強いので息子達が体にロープ

をゆわえて50mの長さのホースで放水していたので防備万全だと思っていた。新井田川の川端

まで焼けつくして風向きが変わってひと安心し、裏玄関の近くに腰かけて休んでいた。無意

東栄町　住人体験談その６

折からの最大風速30m近い強風あおられ、火勢は一直線に市内を走り抜けた

新井田町　商事会社体験談その５
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識に裏玄関から家の中を通って表玄関に行く時(午前４時近く）に玄関の天井の方でバチバ

チ音がした。天井裏の10畳２間の小窓が開くようになっているので開けたら天井裏が火の海

だった。畑に水を撒くための

50mのホースがあったので天井

裏に放水した。強い風雨だった

ので落ちないよう、２階の屋根

にロープで体をゆわえた。消防

隊が来て、放水開始の許可を求

められた時にはとまどったが、

水の勢いで瓦がとび，家がこ

われてしまうので放水はせずに

帰ってもらった。息子と娘婿2

人で家のホースで消しとめた。

２、３日過ぎてから屋根を半分

以上はぎ、焼け木を落した。近

所の人達は割れた瓦を直したと思っていたので、焼け木を落したのを見て驚いていた。

　火の粉は吹雪のようだった。屋根はトタンだから大したことはなかったが、２人あがって

いた。逃げる時のために会社からトラックも１台用意しておいた。新井田川まで火がきた時

は３人くらいずつ様子を見に行った。サイレンの音がしたのが午後５時半頃で、何だかうる

さいなと思っていたら、向かいの奥さんが、今TVでグリーソ・ハウスが火事だといっている

と教えてくれて、TVをつけたら大沼デバートが燃えていた。それから30分ぐらいしてから(６

時過ぎに）火の粉がパラパラと飛んできた。火の粉は午前４時過ぎまで飛んできたが、ほう

きでたたいても消えなかった。あまり大きいのは落ちてこなくて４、５cmくらいだった。火

の粉が一番多くなったのは、午後８時から午前３時頃までで、ひっきりなしに飛んできた。

浜町あたりがかなりひどく燃え

ていた。風が変わったのは午前

１時頃で、西風から西北西の方

向だった。風雨だったので、荷

物を運び出すことができなかっ

た。雨は大したことはなかった

が、風は最初から20数メーター

あった。煙は午後８時頃から11

時頃がひどく、目をあけていら

れなかった。午前４時頃、いく

らか下火になった。

● 連　載 ● 【過去の災害を振り返る 第６回】 酒田大火の体験談

緑町　住人体験談その７

新井田町を焼き、新井田川に迫ろうとする火災

猛火に包まれる酒田市の繁華街
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【編集後記】「令和２年７月豪雨」

地域防災に関する総合情報誌　　　　　　2020年８月号（通巻33号）地域防災

■発　行　日　令和２年８月 25 日

■発　行　所　一般財団法人日本防火・防災協会

■編集発行人　西藤　公司

■編 集 協 力 近代消防社

〒 105―0001　東京都港区虎ノ門２―９―16（日本消防会館内）

　　　　　　 TEL　03（3591）7123　　FAX　03（6205）7851

　　　　　　 URL　http://www.n-bouka.or.jp

　今年もまた豪雨による大きな災害が発生した。令和２年７月豪雨は、九州から東北地方

にかけて各地に甚大な被害をもたらした。熊本県で球磨川の氾濫等により多くの方が犠牲

になられるなど、特に九州地方で大きな人的被害が出た。線状降水帯が断続的に九州地方

で多数発生し記録的な大雨になったことによるもので、また、早朝の豪雨で住民の避難が

遅れたことも被害を大きくしたと言われている。

　地球温暖化の影響もあってこうした局所的豪雨は増える傾向にあるが、線状降水帯の時

間や場所を予め正確に予測することは現時点ではなかなか難しいとのことである。一方で、

大学や研究機関において線状降水帯の早期予測の研究も進められており、いずれそうした

成果が気象予報にも活かされてほしいと思う。そしてそれが防災関係機関や地域の連携協

力により早め早めの避難に繋がり、住民の安全が守られるよう期待したい。
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